
一般財団法人 道路管理センター 

Ⅰ 法人の概要（令和 5 年 4 月 1 日現在） 

1 所 在 地    東京都千代田区平河町 1-2-10 

2 設 立 年 月 日    昭和 61 年 3 月 10 日 

3 代 表 者    理事長  柴﨑 亮介 

4 基 本 財 産    520,870 千円 

5 北九州市の出捐金     23,000 千円 （出捐の割合 4.4％） 

6 役 職 員 数 

 
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員 21 人 0 人 0 人 21 人 

 
常 勤  2 人 0 人 0 人  2 人 

非常勤 19 人 0 人 0 人 19 人 

職 員 84 人 0 人 2 人 82 人 

 

 

Ⅱ 令和４年度事業実績 

1 道路管理システムの効果的な運用と利用の促進 

(1) 道路占用許可申請業務 

    オンライン電子申請システムによる道路占用許可申請業務については、道路管理システムを利用

している全ての道路管理者において運用中であり、より効果的なオンライン電子申請システムとな

るよう必要に応じ機能の充実、性能の向上を図った。 

    また、国道事務所の届出業務システムについては導入済みの国道事務所において適切な管理・運

用を行った。 

(2) 道路工事調整業務 

    政令市等で利用されている面式（調書及び図面）による道路工事調整システムについては、掘削

規制、着工及び竣工等の情報の入力によるデータの充実を図り、出図機能等を活用して各種の道調

関連図の提供を行うとともに、業務運用の充実を図った。 

(3) 道路・地形及び占用物件管理業務 

   ア 道路・地形データベースの更新 

   イ 占用物件データベースの更新 

   ウ 道路・地形及び占用物件データベースの充実 

エ 道路・地形及び占用物件データベースの利活用の促進 

(4) 電線共同溝管理業務 

    道路管理者の電線共同溝管理業務を支援するため、電線共同溝システムについては、既設電線共

同溝のデータ入力が完了した箇所から、順次システム参加者の利用に供している。 

北九州市においては、初期データの整備を進め、令和 5 年度から区単位で運用開始する予定であ

る。 



 

2 道路管理システムの開発・改良 

(1) ソフトウェアの開発・改良の基本方針 

    各地区連絡協議会の検討を通じて、各地区における、ソフトウェアの開発・改良の要望事項を取

りまとめるとともに、道路・地形データの利活用や進化する情報技術の利活用等中期的な将来を見

据えつつ、ソフトウェアの開発・改良のコスト及び各支部共通に利用できるシステム機能等優先順

位を勘案して、必要なソフトウェアの開発・改良を適切に行った。 

(2) Ｍ地区の主なシステム開発・改良 

(3) Ｔ地区の主なシステム開発・改良 

3 道路管理システムの管理運用体制の充実 

(1) システムの運用管理業務の実施 

(2) システム参加者の研修の充実 

    道路管理システムを利用して業務を行っているシステム参加者の業務担当者に対する定期

的な研修を、新型コロナウイルス感染症対策を講じつつ、延べ 543 人（前年度 331 人）に対し

て実施した。 

    システム説明会及び端末機の操作研修に必要なシステム利用者マニュアルの充実・整備を行

った。 

(3) 災害対策等 

(4) 情報セキュリティマネジメント活動の推進 

(5) 道路管理システム実施要領の見直し・改訂 

4 道路管理システムに関する調査研究 

5 道路管理システムの普及推進 

6 公益目的支出計画の実施事業 

    公益目的支出計画の実施事業（公益目的事業）であるＧＩＳ統計の作成及びＧＩＳ統計に付随し

た調査・研究を着実に実施し、その成果物及び「地下埋設物件の位置データの高度化に関する調査

報告」については、広い範囲を対象に配布し、ホームページから無償でダウンロードできるように

する等の方法により公表した。 

7 広報活動 

(1) 当センターの事業概要及び公開情報等を広報するインターネット上のホームページを充実させ、

適切に運用した。 

(2) 道路管理システムの運用状況等の視察のため、自治体等から延べ 34 人（うち海外からは 8 人）

の来訪者があり本部及び支部において対応した。 

8 受託事業 

(1) システム参加者及び道調特別利用者に係る道路工事調整システムへのデータの入出力業務を受

託事業として実施した。 

(2) システム参加者に係る掘削規制情報入力業務等、各種データの入出力に係る業務を受託事業と

して実施した。 

(3) 道路管理者等のシステム運用を受託事業として実施した。 

(4) 国土交通省道路局における道路の地下埋設占用物件の位置情報の高度化等を図るための 3Ｄデ

ータ化等に向けた検討に関し、公益事業者等との調整・合意形成補助等に係る業務を再受託により

実施した。 



Ⅲ 令和４年度決算 

1 貸 借 対 照 表 

 令和 5 年 3 月 31 日現在（単位：円） 

 



2 正味財産増減計算書 

 自 令和 4 年 4 月 1 日 

 至 令和 5 年 3 月 31 日（単位：円） 

 



 



Ⅳ 令和５年度事業計画 

1 道路管理システムの効果的な運用と利用の促進 

(1) 道路占用許可申請業務 

(2) 道路工事調整業務 

(3) 道路・地形及び占用物件管理業務 

(4) 電線共同溝管理業務 

(5) その他のシステム関係 

  2 道路管理システムの開発・改良 

(1) ソフトウェアの開発・改良の基本方針 

(2) Ｍ地区の主なシステム開発・改良 

(3) Ｔ地区の主なシステム開発・改良 

3 道路管理システムの管理運用体制の充実 

(1) システムの運用管理業務の実施 

(2) システム参加者の研修の充実 

(3) 災害対策等 

(4) 情報セキュリティマネジメント活動の推進 

(5) 道路管理システム実施要領の見直し・改訂 

4 道路管理システムに関する調査研究 

5 道路管理システムの普及推進 

6 公益目的支出計画の実施事業 

7 広報活動 

8 受託事業 

  



Ⅴ 令和５年度予算 

1 収 支 予 算 書 

自 令和 5 年 4 月 1 日 

至 令和 6 年 3 月 31 日（単位：千円） 

 



 



Ⅵ 役 員 名 簿 

 令和 5 年 5 月 19 日現在 

役 職 名 氏    名 備    考 

理 事 長 柴 﨑 亮 介 麗澤大学副学長 

代 表 理 事 下 山 洋 文 (一財)道路管理センター 

常 務 理 事 平 野  隆 (一財)道路管理センター 

理 事 松  川  泰  昭 札幌市建設局総務部長 

〃 山 口 浩 正 千葉市建設局土木部長 

〃 荒 井 芳 則   東京都建設局道路管理部長 

〃 印 出 井 一 美 東京都千代田区環境まちづくり部長 

〃 蛭 田 淳 哉 川崎市建設緑政局道路河川管理部長 

〃 角 野 智 史 横浜市道路局道路部長 

〃 加 藤 人 士 名古屋市緑政土木局路政部長 

〃 堀 川  浩 京都市建設局土木管理部道路防災担当部長 

〃 有 坂 智 裕 大阪市建設局管財担当部長 

〃 原  正 太 郎 神戸市建設局副局長 

〃 石 飛 和 博 広島市道路交通局次長 

〃 持 山 泰 生 北九州市建設局道路部長 

〃 三 角 伊 知 郎 福岡市道路下水道局管理部長 

〃 後 藤 隆 宏 
日本電信電話株式会社技術企画部門担当部長（環境デ

ザイン室長） 

〃 穴 見 英 介 送配電網協議会工務部副部長 

〃 荒 井 尚 樹 一般社団法人日本ガス協会技術部供給グループマネジャー  

監 事 荻 島 尚 之 元横浜市技監 

〃 野 澤  聡 株式会社みずほ銀行新橋法人第二部公務課課長 

 


